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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券 

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

・時価のないもの 移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外につ

いては定率法によっております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         ３年～47年 

アミューズメント機器 ２年～10年 

なお、取得価額10万円以上20万円未満の資産について

は、３年間で均等償却する方法を採用しております。 

② 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よって償却しております。 

・のれん ５年間で均等償却する方法を採用しております。 

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証

の取り決めがある場合には残価保証額）とする定額法

によっております。 

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リ

ース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に

関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

④ 長期前払費用 定額法によっております。 
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(3) 繰延資産の処理方法   

社債発行費 社債の償還期間にわたり定額法により償却しておりま

す。   
(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、賞

与支給見込額を計上しております。 

③ ポイント引当金 顧客に付与されたポイントの使用による値引発生に備

えるため、当事業年度末において将来使用されると見

込まれる額を計上しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たしている金利スワップについ

て、特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 デリバティブ取引は借入金利等の将来の金利市場にお

ける利率上昇による変動リスク回避を目的としており

投機的な取引は行わない方針であります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしており、その

判定をもって有効性の判定に代えております。 

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。 

  

表示方法の変更 

（損益計算書） 

① 従来、ポイント使用料及びポイント引当金繰入額について「販売費及び一般管理費」に

計上しておりましたが、当事業年度より「売上高」から直接控除して計上する方法に変更

しております。 

この変更は、ポイント有効期限の延長に伴い、重要性が増加したため、営業活動の成果

をより適切に表示するために行ったものであります。 

当該表示方法の変更は遡及適用され、前事業年度の売上高が21,214千円減少し、販売費

及び一般管理費が同額減少しております。 

② 前事業年度において、区分掲記しておりました営業外収益の「協賛金収入」は、重要性

が乏しくなったため、当事業年度より営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりま

す。なお、当事業年度における「協賛金収入」の金額は192千円であります。 
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２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産 

建物 2,955,568千円

土地 2,640,130千円

差入保証金 150,000千円

長期貸付金 186,753千円

長期前払費用 24,712千円

計 5,957,165千円

上記の物件は、長期借入金2,311,872千円（一年内返済予定の長期借入金781,339千円を含

む）及び社債150,000千円（一年内償還予定の社債60,000千円を含む）の担保に供してお

ります。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 10,838,069千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権 7,376千円

② 長期金銭債権 259,160千円

③ 短期金銭債務 462,025千円

④ 長期金銭債務 469,456千円

(4) 財務制限条項 

長期借入金212,500千円（一年内返済予定の長期借入金85,000千円を含む）について、

以下の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務

について期限の利益を喪失する可能性があります。 

①各年度の決算期における単体の損益計算書に示される営業損益及び経常損益が2期連続損

失とならないこと。 

②各年度の決算期における単体の貸借対照表に示される「純資産の部」の金額を直前決算期

における単体の貸借対照表に示される「純資産の部」の金額の75％以上に維持すること。

  

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 売上高 76,782千円

② その他の営業取引高 82,098千円

③ 営業取引以外の取引高 4,744千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項   

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式
数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 4,303,500株 －株 －株 4,303,500株 
  
(2) 自己株式の数に関する事項   

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式
数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 45,094株 －株 －株 45,094株 
  
(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

該当事項はありません。 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの 

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １ 株 当 た
り 配 当 額

基 準 日 効力発生日 

平成25年６月19
日定時株主総会 普通株式 利益剰余金 4,258千円 １円

平成25年３月31
日 

平成25年６月20
日 
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５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入等に

より資金を調達しております。 

売掛金及び差入保証金に係る顧客信用リスクは、経理規程の与信管理方針に沿ってリス

ク低減を図っております。 

投資有価証券は主に業務上の関係を有する上場企業の株式であり、四半期ごとに時価の

把握を行っております。 

長 期 貸 付 金 の 内 容 は 、 店 舗 建 物 に 対 す る 建 設 協 力 金 で あ り ま す 。 

 

買掛金、未払金はそのほとんどが2ヶ月以内の支払期日であります。 

借入金、社債、リース債務及び長期未払金は、設備投資資金及び運転資金の調達を目的

としたものであり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施

して支払利息の固定化を実施しております。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成25年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとお

りであります。 

  貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

(1)現金及び預金 799,205 799,205 － 

(2)売掛金 150,949 150,949 － 

(3)投資有価証券 50,538 50,538 － 

(4)長期貸付金 186,753 186,753 － 

(5)差入保証金 1,187,285 808,520 △378,765 

資産計 2,374,732 1,995,967 △378,765 

(1)買掛金 176,930 176,930 － 

(2)短期借入金 130,000 130,000 － 

(3)未払金 254,639 254,639 － 
(4)社債（一年内償還予定を

含む） 1,362,000 1,364,042 2,042 

(5)長期借入金（一年内返済
予定を含む） 3,666,843 3,665,371 △1,472 

(6)長期未払金（一年内返済
予定を含む） 1,028,469 1,027,694 △775 

(7)リース債務（一年内返済
予定を含む） 653,105 648,127 △4,978 

負債計 7,271,988 7,266,804 △5,183 

デリバティブ取引 － － － 
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから､当該帳簿価

額によっております。 

(3)投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格また

は取引金融機関から提示された価格によっております。 

(4)長期貸付金 

これらの時価の算定は、建設協力金は「金融商品会計に関する実務指針」により算定し

た価額により、時価を算定しております。 

(5)差入保証金 

これらの時価の算定は、差入先別に与信管理上の信用リスクを考慮して､その将来キャッ

シュ・フローを国債の利回り等適切な指標をもとに割り引いた現在価値により算定してお

ります。 

負債 

(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金 

これらは短期間で決済されるため､時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

(4)社債、(5)長期借入金、(6)長期未払金、（7）リース債務 

これらの時価は、元利金の合計を、同様の新規借入またはリース・割賦取引を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引として、金利スワップの特例処理による取引がありますが、ヘッジ対

象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金

の時価に含めて記載しております。 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額250千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「(3)投資有価証券」には含めておりません。 
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６．賃貸等不動産に関する注記 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では札幌市その他地域において賃貸等不動産を有しております。 

平成25年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は96,319千円（賃貸収益は

売上高に、賃貸費用は主に売上原価、販売費及び一般管理費に計上）であります。 

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額（千円） 

当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高 

当事業年度末の時価 
（千円） 

1,003,145 27,085 1,030,231 1,230,623 

（注１）貸借対照表計上額は､取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２）当事業年度増減額のうち､主な増加額は自社使用の物件を賃貸用に変更したことによ

り、新たに賃貸等不動産としたことによるもの（40,757千円）であり、主な減少額は減

価償却費（13,672千円）であります。 

（注３）当事業年度末の時価は､主として不動産鑑定評価基準に基づいて自社で算定した金額(指

標等を用いて調整を行ったものを含む)であります。 
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７．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

未払事業所税否認 13,320千円 

未払事業税否認 1,910千円 

賞与引当金損金算入限度超過額 11,773千円 

未払社会保険料否認 1,682千円 

ポイント引当金否認 2,865千円 

貸倒引当金損金算入限度超過額 78千円 

固定資産減損による評価損 669,969千円 

長期未払金否認 27,929千円 

資産除去債務 50,183千円 

投資有価証券評価損 5,126千円 

繰越欠損金 664,972千円 

その他 6,944千円 

繰延税金資産小計 1,456,757千円 

評価性引当額 △1,385,128千円 

繰延税金資産合計 71,628千円 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △81,704千円 

金融商品会計差額金 △4,707千円 

資産除去債務 △29,730千円 

繰延税金負債合計 △116,142千円 

繰延税金資産の純額 △44,513千円 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目

別の内訳 

法定実効税率 37.7％

（調整） 

住民税均等割 34.1％

評価性引当額の増減 △37.0％

その他 △1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.7％
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８．リースにより使用する固定資産に関する注記 

(1) ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

り、その内容は以下のとおりであります。 

① 当事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び期末残高相当額 

  取得価額相当額
減価償却累計額
相 当 額

減損損失累計額
相 当 額 期末残高相当額 

構 築 物 3,933千円 2,799千円 －千円 1,133千円 

機 械 及 び 装 置 90,391千円 79,248千円 －千円 11,143千円 
アミューズメント機

器 10,127千円 7,877千円 －千円 2,250千円 

工具、器具及び備品 271,202千円 195,707千円 192千円 75,303千円 

合 計 375,655千円 285,632千円 192千円 89,830千円 

② 当事業年度の末日における未経過リース料相当額等 

１年内 67,253千円

１年超 29,836千円

合計 97,090千円

リース資産減損勘定の残高 67千円

③ 当事業年度の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支払リース料 86,767千円

リース資産減損勘定の取崩額 62千円

減価償却費相当額 78,490千円

支払利息相当額 4,516千円

④ 減価償却費相当額の算出方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証

額）とする定額法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。 

(2) オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

１年内 22,367千円

１年超 －千円

合計 22,367千円
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９．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等 
の名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 
関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額

(千円)
科目 期末残高 

(千円) 
店舗の賃借（注１） 34,444 前払費用 3,013 
転貸借契約による

保証金の差入 － 差入保証金 259,160 

リース債務（流

動） 248,596 
リース資産の取得

（注２） 232,012
リース債務（固

定） 244,390 

事業譲受（注３） －

長期未払金 
（一年内返済予

定含む） 
236,500 

上記手数料 4,009    

被債務保証（注４） 647,148 － － 

親会社 
㈱ゲオホー

ルディング

ス 

被所有 
直接 72.8% 

業務提携 
役員の兼任

支払保証料 732 未払費用 13 

(2) 兄弟会社等 

種類 会社等 
の名称 

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額

(千円)
科目 期末残高 

(千円) 

事業譲受（注３） －

長期未払金 
（一年内返済予

定含む） 
159,000 同一の親

会社を持

つ会社 

㈱ゲオ 
（注５） － 事業の譲受

上記手数料 2,260     

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）店舗の賃借料につきましては、近隣相場を参考に賃料等を決定しております。 

（注２）リース資産の取得につきましては、一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注３）平成21年10月１日の事業譲受であり、譲受価額は、資産・負債をそれぞれ時価評価し

両社合意の上で算出して決定しております。 

（注４）当社の金融機関からの借入金及び当社が発行する社債の一部について㈱ゲオホールデ

ィングスから債務保証を受けております。取引金額については、期末時点の被債務保

証残高である借入金及び社債残高を記載しております。支払保証料につきましては、

市場価格を勘案して合理的に決定しております。 

（注５）㈱ゲオは、平成24年６月１日に㈱ゲオエージェンシーを吸収合併しており、事業譲渡

に伴う債権を引き継いでおります。 

（注６）上記(1)～(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には

消費税等が含まれております。 
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10．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 556円88銭

(2) １株当たり当期純利益 14円3銭

  

11．退職給付に関する注記 

(1) 退職給付制度の概要   

当社は、平成24年４月１日より確定拠出年金制度を採用しております。  

(2) 退職給付費用の内訳   

確定拠出年金への掛金支払額等 21,465千円

  

12．資産除去債務に関する注記 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から４～40年と見積り、割引率は0.4～2.3％を使用して資産除去債務

の金額を算定しております。 

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 137,634千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 1,547千円

時の経過による調整額 2,979千円

期末残高 142,162千円

  

13．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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14．その他の注記 

ストック・オプションに関する注記 

(1) ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費 662千円

(2) ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの内容 

  平成22年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員 44名 

株式の種類別のストック・オプショ

ンの数（注） 
普通株式 45,000株 

付与日 平成22年８月26日 

権利確定条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当社取締役、

監査役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただ

し、取締役、監査役が任期満了により退任した場合、

または従業員が定年により退職した場合にはこの限り

ではない。また、当社取締役会が正当な理由があると

認めた場合はこの限りでない。 

対象勤務期間 自平成22年８月26日 至平成24年６月30日 

権利行使期間 自平成24年７月１日 至平成28年６月30日 

（注）株式数に換算して記載しております。 

 ② ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当事業年度（平成25年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ス

トック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

a. ストック・オプションの数 

  平成22年ストック・オプション 

権利確定前（株）   

前事業年度末 44,000 

付与 － 

失効 500 

権利確定 43,500 

未確定残 － 

権利確定後（株）   

前事業年度末 － 

権利確定 43,500 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 43,500 
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b. 単価情報 

  平成22年ストック・オプション 

権利行使価格（円） 483 

行使時平均株価（円） － 

付与日における公正な評価単価（円） 122 
  
(3)ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映さ

せる方法を採用しております。 
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